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図5　生産段階におけるCO2排出削減対策の成果
　　　 (戸当り　2006年を100%とする)
　　　　※生産段階のCO2排出量の基準見直しに伴い、基準年を1990年から2006年に変更
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図1　生産及び居住段階のCO2排出削減対策の成果
　　　 (戸当り　1990年を100%とする)

図2　生産及び居住段階のCO2総排出量（戸建）
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図3　居住段階におけるCO2排出削減対策の効果
　　　 (戸当たり　1990年を100%とする)
　　　　※ライフスタイル変化では、1990年以降、ライフスタイルの変化に伴い、
　　　　　住宅内でのエネルギー使用が増大傾向にあることを想定している。

図4　居住段階におけるCO2総排出量（戸建）

図6　生産段階におけるCO2総排出量（戸建）
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【2009年度における新規供給工業化住宅のライフサイクルにおける生産段階・居住段階のCO2排出量は1990年比13％削減】
2009年度に供給した戸建住宅の生産・居住を合計した世帯・年当りのCO2排出量は3,616kg-CO2/年・戸となり1990年比13.0%削減となった(図1)。
居住段階は太陽光発電システムと高効率給湯機の普及、次世代省エネルギー基準の標準化により、同7.8ポイントの減少となった（図3）。
生産段階は供給量の減少に対し生産体制の合理化が追いつかず、また住宅の高付加価値化による工期増などが増加要因となり、前年比1.7ポイント
（1990年比3.3ポイント増加）の増加となった（図5）。
なお、世帯・年当たりのCO2排出量に供給戸建住宅棟数を乗じた総排出量は、225,190t-CO2（対前年比16.9%減）となった。
対前年比のCO2削減量（45,844t-CO2）は東京ドーム18.8個分相当（2,334万㎥）となった。

※東京ドーム一杯分を124万㎥として算定　　※住宅の面積133㎡、寿命40年として算定

 ●住宅の生産・供給に関わる総合的な省エネルギー化

○調査対象　：2009年度協会住宅部会環境分科会参加会社11社

表1　2009年度調査における基本データ（調査対象全社合計）

 ●調査の概要
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【2009年度における省エネ対策等級４相当の戸建住宅供給率は92.5％】

品確法省エネ対策等級4相当（次世代省エネ基準相当）の戸建住宅供給比率は、2008年度調査の約84.1％から92.5%と増加した。また、低層集合住宅
を含めた供給比率は、前年から10.2ポイント増の51.2%となった（図7）。なお、低層集合住宅での等級3又は4相当の供給比率は73.0%であった（図8）。
高効率給湯器のうちヒートポンプ式給湯器は54.2％、潜熱回収式給湯器で12.4％となり、両者をあわせた高効率給湯機器設置住宅の供給比率が、戸建
住宅全体の66.6％に達した（図9）。燃料電池、ガスエンジンコージェネレーションシステムを設置した住宅が5.9%（対前年度1.1ポイント増）となった。
自然エネルギー利用状況は、太陽光発電システムの供給戸数が2009年度24,053戸（調査対象61,217戸中）で戸建住宅全体の39.3％と、前年度より22.9
ポイントの大幅増となった(図10)。
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図7 品確法省エネルギー対策等級
　　　４相当の戸建住宅の供給比率

図8　品確法省エネルギー対策
　　　 等級３相当以上の集合住宅
　　　 の供給比率

図9 高効率給湯器設置
　　　戸建住宅の供給比率

図10　太陽光発電設置戸建住宅の供給比率
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 Ａ．居住段階のCO2排出削減対策

電力消費 12.0%
(前年度 11.9%)

作業員移動 54.2%
(同 56.5%)

建機移動 3.7%
(同 3.8%)

建機使用
30.1%

(同 27.9%)

燃料消費 44.1%
(同44.1%)

上下水道 1.2%
(同1.6%)

電力消費 54.7%
(前年度54.3%)

【2009年度における生産段階（工場生産、
輸送、現場施工合計）のCO2排出量は
32.61kg-CO2/㎡、対前年比1.7％増】

生産段階全体のCO2排出量は、前年比
0.54kg-CO2/㎡(1.7%)増。内訳は、工場段
階で0.45kg-CO2/㎡(3.7%)増、輸送段階で
0.10kg-CO2/㎡(0.8%)減、現場施工段階で
0.20kg-CO2/㎡(2.5%)増である（図11）。
工場生産段階における排出比率は、電力
消費54.7%（前年比0.4ポイント増）、重油等
燃料消費44.1%（増減無し)、上下水道1.2%
（同0.4ポイント減）とほぼ前年並みであった
（図13）。現場施工段階においても同様の
傾向であり、ほぼ前年並み（図14）。

注）図11における90年のCO2排出量は、2001年調査結果
より経済産業省「総合エネルギー統計（2003年度版）」に
よるGDP原単位の値を用い算出した。

図13 工場生産段階における要因別CO2排出構成比 図14 現場施工段階における要因別CO2排出構成比

図11　生産段階におけるCO2排出量（生産㎡当たり）の内訳 図12　生産段階におけるCO2総排出量
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 Ｂ．生産段階のCO2排出量

0

10

20

30

40

50

09080706050403022001

8.9

13.5

13.9

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

41.0%

戸建住宅+集合住宅の
等級4相当の供給率



0

5

10

15

20

25

30

35

2008 20092007200620052004200320022001

木くず 20.7%
(前年度 24.4%)

ガラス陶磁器くず 35.2%
(同 23.9%)

汚泥 7.6%
(同 8.2%)

紙くず 1.8%
(同 2.2%)

混合廃棄物 0.7%
(同 0.5%)

その他 1.8%
(同 2.0%)

コン・アス 2.2%
(同 7.9%)

石膏ボード 2.6%
(同 2.3%)

廃プラ 4.1%
(同4.4%)

金属くず 23.2%
(同 24.1%)

木くず 17.2%
(前年度 19.4%)

ガレキ類 16.5%
(同 11.7%)

廃プラ 13.9%
(同 14.9%)

金属くず 4.6%
(同 4.5%)

その他 1.3%
(同 0.3%)

混合廃棄物 7.3%
(同 6.6%)

紙くず 11.5%
(同 11.3%)

コン・アス 7.0%
(同11.1%)

石膏ボード 20.6%
(同 20.2%)

図15 生産段階で発生する廃棄物量（生産m2当たりの発生量（重量）に換算） 図16 生産段階で発生する総廃棄物量

図17 工場生産段階における廃棄物種別構成比 図18 現場施工段階における廃棄物種別構成比

【生産段階（工場生産および現場施工の合計）から発生する生産㎡当たりの廃棄物発生量は22.8kg/㎡、前年比0.9kg/㎡(4.1%)増加】

工場生産段階で発生する廃棄物は前年比0.7kg/㎡(9.5%)増、現場施工段階が前年比0.2kg/㎡(1.4%)の増加となった。その結果、生産段階での発生量
は前年より0.9kg/㎡(4.1%)の増加であった（図15）。また生産㎡当りの発生量は増加したものの、総廃棄物量は2006年度以降減少傾向にある（図16）。
構成比は、工場生産において前年度に比べ、ガラス陶磁器くずが前年比11.3ポイント増加した。また現場施工段階における構成比ではガレキ類が増加
し、前年比4.8ポイント増となった（図18）。
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 Ｃ．生産段階の廃棄物発生量
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【工場生産における廃棄物の再資源化率は98.8％】

工場から発生する廃棄物の再資源化率は、木くず、金属くず、廃石膏ボード、紙くず、
についてはここ数年100%に近い再資源化率を達成した。一方コンクリート･アスファルト
類は83.0%と主要品目の中では、低い再資源化率となった。これらの結果、工場生産に
おける全廃棄物を合計した再資源化率は98.8％となり、昨年の再資源化率を若干上回
る結果となった（図19）。

【現場施工における主要な廃棄物の再資源化率は90%超】

現場施工における再資源化率は、ガレキ類を除いて、最終
目標である80%を超える結果となった。木くず、廃石膏ボー
ド、紙くずの再資源化率は、年ごとに向上している（図20）。

図20 現場から発生する廃棄物の再資源化率図19 工場から発生する廃棄物の再資源化率
※　2002年までは、木くず、コン･アス類、金属くず、廃石膏ボードを対象。2003年より全品目を対象。

 Ｅ．現場施工における廃棄物の再資源化率
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 Ｄ．工場生産における廃棄物の再資源化率
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図23　金属くず類の再資源化状況 図24　廃プラスチック類の再資源化状況

図22　ガラス陶磁器くずの再資源化状況

図25　コンクリート･アスファルト類の再資源化状況 図26　廃石膏ボードの再資源化状況

図27　紙くずの再資源化状況

図21　木くずの再資源化状況

【工場生産に伴う廃棄物の再資源化後の用途と比率を把握】

工場生産に伴う廃棄物について、品目毎に再資源化後の用途と、再資
源化工程への投入量を調査した。
再資源化後の主な用途をみると、木くずでは木質建材等37.1%、堆肥等
10.7%、集成材等10.3%、製紙用原料8.7%、燃料等32.3%。廃プラスチック
では、燃料（熱回収等）が最も多く67.8%。廃石膏ボードは92.7%が再び石
膏ボード原料となっている。

 Ｆ．工場発生廃棄物に関するマテリアルフロー

 Ｈ．室内空気質対策住宅の供給割合 ● 会員会社の住宅供給量

【品確法室内空気質対策等級３の住宅供給割合は内装仕上げ、
　天井裏等ともに100％を達成】

室内空気質対策については、新規供給住宅の内装仕上げ材・下
地材についてＪＩＳ・ＪＡＳ規格のＦ☆☆☆☆の建材を積極的に採用
した結果、品確法ホルムアルデヒド対策等級3の住宅（戸建・集合
とも）供給率が、「内装仕上げ」「天井裏等」とも前年度同様100％
であり、目標を達成している。

 Ｇ．工場生産に伴うVOC物質の大気排出量の削減

【2009年度におけるVOC物質の大気排出量は、
 531t／年】

2006年より、VOC排出抑制に係る自主行動計画に基
づく報告を開始した。2008年に目標の改定を行い、
VOC物質の大気排出量を、2010年度に対2000年度
比70%削減するとしている。2009年の実績は531t／年
（2000年度比68.3%減）となった（図28）。
物質内訳ではトルエン321ｔ、キシレン165ｔと二つの物
質で9割近くを占めている。自主行動計画以外の化学
物質を合わせ総量では、前年度688ｔに対して、677tと
減少傾向にある。
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図29　会員会社の住宅供給量の推移



 ●　会員会社の先導的取組み事例｜生物多様性の取組みについて

2010年10月、生物多様性に関する条約を結んだ国が集まる国際会議が名古屋にて開催されるなど、近年、生物多様性のために様々な取組みが行われて

います。そのような状況の中家づくりを通じて、各会員会社が様々な場面で取組みを実施しています。今年度は、企業活動を通じた取組み、資源採取段階

での取組み、まちづくり段階での取組みの3つのカテゴリーから事例を紹介します。

企業内の敷地を活用して、かつてその地域に存在していた原風景の再生や、新たな里山の創造を行いっています。みどりの管理には地

域住民も積極的に参加できる参加型の仕組みを採用しています。

家をつくる際に大量に必要になる木材。そこで、木材を取得する際に、そこにある生態系に配慮した形で取得する取組みを紹介します。

地域の原風景の復元「あさひ・いのちの森」

「新・里山」全景

「あさひ・いのちの森」全景

企業活動からの取組み

資源採取段階活動からの取組み

森林管理と計画伐採の仕組み

里山を手本とした都市緑化　新梅田シティ「新・里山」

新梅田シティ内の
梅田スカイビル

人と生き物の出会う
親水空間

幼稚園児によるイモ掘り 小学生による田植え

ホタル鑑賞会 小学生の自然観察会 稲刈り

2007年10月に、静岡県富士市にある研究所の一角に、富士市沿岸部の

原風景の再生を目標とした「あさひ・いのちの森」をつくりました。3年を経

て、自力で育ち始めた森に加え、富士川上流からの取水を用いた小川

や、池、湿地、田んぼなどの多様な水環境は、トンボやカエルなど森に暮

らすさまざまな生き物のいのちを育みはじめています。初夏のホタル鑑賞

会はじめ、田植えや稲刈り、子供たちの自然観察会など、社員や近隣の

方々への自然体験、環境教育の貴重な場となっています。

「生物多様性につながる企業のみどり100選」（（財）都市緑化基金）認定

「生物多様性につながる企業のみどり100選」（（財）都市緑化基金）認定

森林は樹齢35年～50年で収穫時期を迎えま

す。全保有林に対する伐採量の割合は、年

間、換算で2～3%。97%以上の土地で常に木が

育成されている状態が維持されています。

大阪駅からほど近い新梅田シティの北側約8千平方メートルに整備した緑地「新・里山」は、市民が

集う憩いの場。里山を手本とした地域の自生種・在来種植物による雑木林は、野鳥や蝶・トンボなど

の昆虫をはじめ様々な生き物が共生する自然生態系に配慮した生物多様性保全の空間です。棚

田や野菜畑では、オフィスワーカー、地元園児・小学生らが、田植え、稲刈り、野菜の栽培などの体

験を通じ、自然と親しみます。これらの取組みにより環境省主催の「ストップ温暖化一村一品全国大

会2010」にて銅賞を受賞。

伐採後の枝や切り株は回収せず、有機物質

が腐敗して土に還元されるのを待ちます。そ

の方が土壌は侵食されにくく、また鳥や小動

物の生息地にもなりえます。

伐採から一年以内に新しい苗木を植

林。年間約2億7000万本の苗木を植え

続けています。

苗木を約5年ほどでその地域を覆うまで

に成長。10年～15年で若い森林が形

成されます。

森林の成長段階にある樹木に数回

肥料が与えられます。

成長状態に応じて間引きを実施。よ

り多くの日光、水、栄養素がいきわ

たり、良好な成長が促進されます。



まちづくりでは、地域の自生種の保存・植樹、豊かな植樹による鳥や小動物の生息域の確保等、様々な面から生態系の保全に関する

取組みがあります。また、その環境を住まい手が育んでい仕掛けも重要です。このカテゴリーではそれらの取組み事例を紹介します。

まちづくりでの取組み

まちづくりでの取組み事例｜1

まちづくりでの取組み事例｜2

まちづくりでの取組み事例｜3

木材調達ガイドライン

木材資源を調達する側からの生物多様性の配慮に向けた取組みの一

つとして、『木材調達ガイドライン』を作成。ガイドラインには、調達する木

材の供給源についてレベル分けを以下のように行なっています。

Level 1  森林供給源が特定された木材
Level 2  伐採権が確認された木材
Level 3  森林認証を受けた木材

電柱等地中化の美しい景観の中

に、街のメインエントランスには、4

本の大樹「トネリコゲート」、道の真

ん中に大樹の広場を設け、街全

体を共有のガーデン（中庭）として

デザイン。住戸には、果樹、花

木、カラーリーフで一年を通じて

家々を緑の息吹で包むガーデニ

ングと、野鳥が訪れる仕掛けとして

バードパスで生物多様性に貢献

しています。

景観や自然環境に配慮した「まちづくりガイドライン」を分譲地ごとに策

定し、統一感があり緑あふれるまちづくりを進めています。各住戸にはシ

ンボルツリー、サブツリーを植裁し、まちの景観ポイントになるゲート部や

角地にはゲートツリーやコーナーツリーを植栽して、緑豊かなまちなみを

形成しています。樹種は地域の自生種や鳥などの小動物が好む樹種を

積極的に採用するとともに、宅地開発以前から存在する既存樹木の保

存にも積極的に取組み、生態系の保全に配慮しています。

また、緑あふれるまちなみを何世代にも渡って育んでいけるよう、住まい

手向けのコミュニティイベントや庭木の手入れ講座を開催しています。樹

木の管理手法を学びながら、庭木やまちの緑への愛着を深めていただ

いています。

住宅地の開発前～開発完了～入居後まで、約5間年にわたる緑化と野

鳥飛来・生息の関係調査を通して、住宅が建設された後にも、野鳥の飛

来が増加していることが確認できました。特に、開発後3年のうちに鳥類

の個体数密度が南関東の住宅市街地における平均的な値に達したこと

は、一般的には10年以上かかるといわれている開発地の自然回復が約

3倍の早さで達成することが出来ました。これは開発時の先行植栽およ

び生態系に適した樹木を選択した効果だと考えられます。さらに、緑が

増え、野鳥を目にする頻度が高まるにつれ、居住者の生活における自

然とのふれあいに変化が生じ、各家庭の緑化保全活動が住宅地の生物

多様性保全につながった事例です。

緑豊かなまちなみ 既存樹木の保存

庭木の手入れ講座フットパス

緑化に努めた街並み野鳥が訪れるバード
バスを庭に計画

連続する緑地「生物多様性につながる企業のみどり100選」（（財）都市緑化基金）認定 小さな里山と生垣




